
新宿区店舗等家賃減額助成

賃貸人
小規模企業者・個人事業主

＊条件あり

賃借人
新型コロナウイルスの影響で前年同月比
売上高５%以上などの売上の減少

新宿区
・１物件につき、減額した家賃の１／２を賃貸人に
助成（最大月5万円、１賃貸人につき５物件まで）

・４月から９月までの賃料が対象（最大６か月）

家賃を減額

売上の減少に関する申立書
を賃貸人に提出

申請

助成

＊賃貸人の条件
・中小企業基本法第2条第5項に定める
小規模企業者または個人事業主

・５年以上対象となる物件を所有して
いること

・住民税・事業税の滞納がないこと
・賃貸人と賃借人が同一でないこと

など

1賃貸人あたり
最大１５０万円
（５物件で各物
件10万円以上の
賃料減額を4月
から9月まで実
施した場合）

店舗等の賃貸人が、新型コロナウイルス感染症の影響で売上が減少している賃借
人の事業を継続出来るよう家賃を減額した場合に、賃貸人に対して、減額した家
賃の一部を区が助成します

申請書、賃借人の申立書と
家賃減額を証明する書類等
を提出

別紙


